
 

 

半田市住宅用地球温暖化対策設備導入促進補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、住宅用地球温暖化対策設備を導入する者に対し経費の一部を補 

助することにより、再生可能エネルギーの利用推進と温室効果ガスの排出抑制による地

球温暖化の防止に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「住宅用地球温暖化対策設備」（以下「対象設備」という。） 

とは、別表第１に掲げる設備をいう。 

２ この要綱において、「ＺＥＨ」とは、外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、高 

効率な設備システムの導入により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実

現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、年間の一次エネルギー消費量の

収支をゼロとすることを目指した住宅をいう。 

３ この要綱において、「国ＺＥＨ支援事業」とは、経済産業省、国土交通省及び環境 

省がＺＥＨの普及促進を目的として実施する補助事業をいう。 

（対象設備に関する要件） 

第３条 この要綱において、補助対象となる対象設備は、別表第２の各号の要件を満た 

すものとする。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付対象者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれに 

も該当する者とする。 

(1) 次のいずれかに該当する者 

ア 自らが所有し、かつ、居住する市内の住宅（新築の住宅含む。以下同じ。）に対 

象設備を新たに設置する者（以下「設置者」という。） 

イ 対象設備を設置する市内の住宅を自らが居住する目的で購入する者（以下「購 

入者」という。） 

ウ 自らが所有し、かつ、居住する国ＺＥＨ支援事業の対象となる住宅の新築等を 

市内で実施する者（以下「ＺＥＨ設置者」という。） 

エ 国ＺＥＨ支援事業の対象となる市内の住宅を自らが居住する目的で購入する者 

（国ＺＥＨ支援事業の補助金交付対象者が施工業者等である場合も含む。）

（以下「ＺＥＨ購入者」という。） 

(2) 実績報告書の提出時に市内に居住し、かつ、住民基本台帳法（昭和４２年法 

律第８１号）により記録されている者 

(3) 市税を滞納していない者 

(4) 過去に同一設備に対する補助を受けていない者（一体的補助の構成要件に含ま 

れる設備を含む） 



 

 

(5) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号） 

第２条第２号に規定する暴力団、同条第６号に規定する暴力団員又は当該暴力

団若しくは当該暴力団員と密接な関係を有する者でない者 

２ 前項に規定する住宅が店舗等併用住宅である場合は、延床面積の２分の１以上が 

居住の用に供するものでなければならない。 

３ 住宅用太陽光発電設備を設置する場合は、電気事業者との契約を締結しなければ 

ならない。 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、対象設 

備の設置に要する費用とする。 

２ 補助金の額は、別表第３に定める額とする。 

３ 補助金は、予算で定める額の範囲内において交付する。 

（補助金交付申請） 

第６条 設置者は、対象設備に係る設置工事の着工予定日の１４日前までに補助金 

交付申請書（様式第１）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 対象設備の設置概要書（様式第２） 

(2) 対象設備の設置予定場所の現況写真 

(3) 対象設備の工事請負契約書、売買契約書又は見積書等の写し（補助対象経 

費の内訳が明記されている書類に限る。） 

(4) 住宅用太陽光発電設備を同時に設置する場合は、住宅用太陽光発電設備の 

配置図（太陽電池モジュールの割付図） 

(5) 設置   予定場所を示した地図 

(6) 同意書（様式第３） 

(7) 誓約書兼確認書（様式第５） 

(8) その他市長が必要と認める書類 

２ 購入者は、住宅の所有権保存登記又は所有権移転登記を予定する日の１４日前 

までに補助金交付申請書に前項各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければなら

ない。この場合において、同項第２号及び第５号中「設置予定場所」とあるのは、「設

置場所」と読み替えるものとする。 

３ ＺＥＨ設置者は、ＺＥＨの着工予定日の１４日前までに補助金交付申請書に次 

に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 国ＺＥＨ支援事業の交付申請書及び実施計画書又は事業概要書の写し 

(2) ＺＥＨ建設予定場所の現況写真 

(3) ＺＥＨの工事請負契約書、売買契約書又は見積書等の写し（補助対象経費 

の内訳が明記されている書類に限る。） 

(4) 設置予定場所を示した地図 



 

 

(5) 同意書 

(6) 誓約書兼確認書 

(7) その他市長が必要と認める書類 

４ ＺＥＨ購入者は、住宅の所有権保存登記を予定する日の１４日前までに補助金 

交付申請書に前項各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。この場

合において、同項第２号中「建設予定場所」及び第４号中「設置予定場所」とあるの

は、「設置場所」と読み替えるものとする。 

５ 補助金の申請は、環境課窓口で行うこととし、郵送等による申請は認めない。 

６ 補助金の申請は、先着順とする。 

７ 補助金の申請は、世帯ごとに行い、第３条第２号から第４号までに掲げる設備にあっ 

ては 1 世帯について設備ごとに１基とし、同条第５号に掲げる設備にあっては 1 世帯に

ついて１回とする。 

（補助金の交付内定及び通知） 

第７条 市長は、前条第１項から第４項までの規定による申請があったときは、その内容 

を審査し、適当と認めたときは、補助金の交付を内定し、その旨を補助金交付内定通知

書により申請者へ通知するものとする。 

２ 前項の場合において、補助金の目的を達成するために必要があるときは、条件を付す 

ことができる。 

（計画の変更等） 

第８条 前条第１項の規定による補助金交付内定通知を受けた設置者及びＺＥＨ設 

置者は、計画の変更を行う場合には、設置工事の着工前に速やかに補助金変更交付

申請書（様式第６）に対象設備設置変更概要書を添えて市長に提出しなければな

らない。 

２ 市長は、前項の補助金変更交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当 

と認めたときは、前条第１項の規定による内定を変更し、補助金交付内定額に変更が

ある場合には補助金変更交付内定通知書により、補助金交付内定額に変更がない場

合には変更交付申請承認通知書により当該設置者に通知するものとする。 

３ 前項の場合において、従前の交付内定額を増額する変更は行わないものとする。 

４ 前条第１項の規定による補助金交付内定通知を受けた者（以下「交付内定者」と 

いう。）が、対象設備の設置工事を中止する場合又は住宅の購入を取りやめる場合に

は、速やかに補助金交付申請取下書（様式第７）を市長に提出しなければならない。 

５ 市長は、前項の補助金交付申請取下書を受理したときは、その内容を審査し、適当 

と認めたときは、前条第１項の規定による内定を取り消し、交付内定取消通知書により

交付内定者に通知するものとする。 

（補助金実績報告） 

第９条 交付内定者は、当該交付内定者が設置者である場合は第１号及び第２号に 



 

 

掲げる日のうちいずれか遅い日から起算して６０日を経過した日、購入者である場合は

第１号、第２号、第４号及び第５号に掲げる日のうちいずれか遅い日から起算して６

０日を経過した日、ＺＥＨ設置者である場合は第１号及び第３号に掲げる日のうちい

ずれか遅い日から起算して６０日を経過した日、ＺＥＨ購入者である場合は第１号、

第３号及び第４号に掲げる日のうちいずれか遅い日（それぞれの場合において当該日

が３月１０日以降となるときは、３月１０日）までに、補助金実績報告書（様式第

８）に別表第３に掲げる書類を添えて、市長に実績報告をしなければならない。ただし、

報告の期限日は、当該日が半田市の休日を定める条例（平成元年半田市条例第２

９号）に定める市の休日である場合は、翌開庁日とする。 

(1) 住宅用太陽光発電設備の系統連系日 

(2) 対象設備の保証書に記載される保証の開始日 

(3) 国ＺＥＨ支援事業の補助金確定通知書の通知日 

(4) 当該住宅の所有権保存登記の日 

(5) 当該住宅の所有権移転登記の日 

２ 市長は、交付内定者が前項に規定する日までに補助金実績報告書を提出しなかった 

ときは、交付内定を取り消し、その旨を当該交付内定者に通知する。 

（補助金の額の確定及び通知） 

第 10 条 市長は、前条第１項に規定する補助金実績報告書を受理し、その内容を審 

査し適当と認めるときは、補助金の額を確定し、速やかに交付内定者に通知するものと

する。 

（補助金の支払） 

第 11 条 市長は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支払うものと 

する。 

２ 前条の規定による通知を受けた者は、前項の規定により補助金の支払を受けようとす 

るときは、速やかに補助金支払請求書（様式第４）を市長に提出しなければならない。 

（取得財産の管理及び処分） 

第 12 条 補助対象者は、補助金の交付を受けて取得した財産（以下「取得財産」とい 

う。）を、善良な管理者の注意をもって管理し、適切な保守及び点検の実施により発電

量等の維持に努めなければならない。 

２ 補助対象者は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令 

第１５号）に定める耐用年数の期間内において、市長の承認を受けずに取得財産を

補助金の交付目的に反して使用、譲渡、交換、廃棄、貸付け又は担保として提供

（以下「処分」という。）をしてはならない。 

３ 補助対象者は、前項の承認を受けようとするときは、あらかじめ取得財産の処分に関す 

る承認申請書（様式第１１）を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、前３項に定める場合において必要があると認めるときは、取得財産の管理及 



 

 

び運用の状況について調査することができるものとする。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第 13 条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付 

決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返

還させることができる。 

(1) この要綱に違反したとき。 

(2) 提出書類に虚偽の事項を記載し、又は補助金の受給に関し不正の行為があった 

とき。 

（協力） 

第 14 条 市長は、補助対象者に対し、必要に応じて温室効果ガスの削減量等のデータ 

の提供を求めることができる。 

２ 補助対象者は、前項の依頼があった場合は、データの提供について積極的に協力する 

ものとする。 

（地位の承継） 

第 15 条 補助対象者に、死亡等やむを得ない理由が生じた場合、補助対象者の承継 

人が、補助金の交付を受ける意志を有するときは、地位の承継に係る申請書（様式第

１２）により市長の承認を受けて、その地位を承継することができる。 

（雑則） 

第 16 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第２条関係） 

住宅用太陽光 

発電設備 

 太陽電池を利用して電気を発生させるための設備及びこれ

に付属する設備であって、設置された住宅において電気が消

費され、連系された低圧配電線に余剰の電力が逆流されるも

の。 

家庭用エネルギー 

管理システム 

（ＨＥＭＳ） 

家庭での電力使用量等を自動で実測し、エネルギーの「見

える化」を図るとともに、機器の電力使用量などを調整する制

御機能を有するもの。 

定置用リチウム 

イオン蓄電システム 

リチウムイオン蓄電池部（リチウムイオンの酸化及び還元で

電気的にエネルギーを供給する蓄電池をいう。）及びインバー

タ等の電力変換装置を備え、再生可能エネルギーにより発電

した電力又は夜間電力を繰り返し蓄え、停電時や電力需要

ピーク時等に、必要に応じて電気を活用することができるもの。 

高性能外皮等 

ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）に必要な高断熱

外皮、空調設備、給湯設備（家庭用燃料電池システムを除

く）及び換気設備をいう。 



 

 

 

別表第２（第３条関係） 

対象設備 補助対象となる要件 

１ 共通要件 未使用品であること。 

リース品でないこと。 

建築物、電気設備及びガス設備に関する関係法令に準拠

していること。 

２ 住宅用太陽光発電

設備 
ア 太陽電池の出力を監視する等により、全自動運転

（自動起動及び自動停止を含む。）を行うものである

こと。 

イ 構成要素として、太陽電池モジュール、架台、接続

箱、直流側開閉器、交流側開閉器（サービスブレーカ

ー）、インバータ・保護装置、発生電力量計及び余剰

電力販売用電力量計から構成されるものであること。

ただし、アに掲げる要件を満たす場合には、これらの構

成要素は単体の要素であることを要しない。 

ウ イに規定する構成要素は、次に掲げる要件のいずれに

も該当するものであること。 

(1) 太陽電池モジュールは、一般財団法人電気安全

環境研究所（以下「ＪＥＴ」という。）の太陽電池モ

ジュール認証を受けたもの又はそれに準じた性能を持つ

ものであること。ＩＥＣ規格に基づきＪＥＴが認証し

た太陽電池モジュール又はＩＥＣＥＥ－ＰＶ－Ｆ

ＣＳ制度に加盟している海外認証機関の認証につい

ても、同等のものと判断する。 

(2) 接続箱、直流側開閉器及び交流側開閉器は、

電気設備に関する技術基準を定める省令（平成９

年通商産業省令第５２号）及び電力会社が定める

内線規程（ＪＥＡＣ８００１）に準拠しているこ

と。 

(3) インバータ・保護装置は、電気設備の技術基準の

解釈（平成２５年３月１４日制定）等に基づく任

意認証制度基準に準拠していること。その地域を電力

供給区域とする電気事業者が個別に認めたものについ

ても、同等のものとする。 

(4) 発生電力量計は、太陽光発電システムが発電



 

 

し、負荷及び商用系統に逆潮流した太陽光発電シス

テムの全発電電力量を測定できるものであること。 

(5) 余剰電力販売用電力量計は、太陽光発電シス

テムを設置した地域を電力供給区域とする電気事業

者の仕様に適合するものであること。 

エ 工事及び施工については、電気設備に関する技術基

準を定める省令及び電力会社が定める内線規程

（ＪＥＡＣ８００１）に準拠していること。 

オ 太陽電池の最大出力（構成する太陽電池モジュール

の公称最大出力をいう。）１０キロワット未満のもので

あること。 

３ 家庭用エネルギー管

理システム（ＨＥＭ

Ｓ） 

ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規格を標準インターフェイスと

して搭載しているものであること。 

タブレット、スマートフォン、パソコン又は家庭用エネルギー管

理システムに付随する専用モニターにより、電力使用量を表

示できるものであること。 

住宅全体の電力使用量を３０分間隔以内で計測し、１

時間以内の単位で１月以上、１日以内の単位で１３月

以上蓄積できるものであること。 

分岐回路単位の電力使用量、部屋単位の電力使用量

又は電気機器単位の電力使用量のいずれかを３０分間

隔以内で計測し、１時間以内の単位で１月以上、１日

以内の単位で１３月以上蓄積できるものであること。ただ

し、太陽光発電設備の設置による発電量及び売電量又は

蓄電池の設置による充電量及び放電量のいずれかを計測

し、蓄積できる場合は、この限りではない。 

一つ以上の設備又は電気機器に対して、電力使用量を削

減するための制御又は蓄電池等の蓄エネルギー設備を用

いたピークカット若しくはピークシフト制御を自動的（使用者

の確認を介した半自動制御を含む。）に実行できるもので

あること。 

太陽光発電設備等の創エネルギー設備及び蓄電池等の

蓄エネルギー設備との接続機能を有しており、発電量、充

電量等の情報が取得でき、又は計測できるものであること。 

電力使用量に関わる情報に基づき、電力使用量の削減を

促す情報（目標達成状況を提示する省エネ評価を含



 

 

む。）の提供を行うことができるものであること。 

４ 定置用リチウムイオン

蓄電システム 
愛知県住宅用地球温暖化対策設備導入促進費補助金

取扱要領の補助対象機器であること。 

５ 高性能外皮等 愛知県住宅用地球温暖化対策設備導入促進費補助金

取扱要領の対象住宅であること。 

 

別表第３（第５条関係） 

補助区分 設備の種類 補助金の額 

単独補助 定置用リチウムイオン

蓄電システム 

補助対象経費の額とし、１００，

０００円を限度とする。なお、他の

補助対象設備と同時に申請する場

合は、一体的導入による補助を優

先する。 

一体的導入補助 

 

住宅用太陽光発電設

備＋家庭用エネルギー

管理システム（ＨＥ

ＭＳ）＋定置用リチウ

ムイオン蓄電システム 

設備を構成する太陽電池モジュール

の最大出力値（単位はキロワットと

し、小数点以下第３位を切り捨て

得た値とする。ただし、出力の合計

値が４キロワットを超える場合は、４

キロワットとして算出する。以下同

じ。）に１３，２００円を乗じて

得た額（１００円未満の端数があ

るときは、端数金額を切り捨てた

額）に１１０，０００円を加算し

た額とし、１６２，８００円を限

度とする。 

住宅用太陽光発電設

備＋家庭用エネルギー

管理システム（ＨＥ

ＭＳ）＋高性能外皮

等 

 

 

別表第４（第９条関係） 

設備の種類 必要な書類 

住宅用太陽光発電設備 

 

１ 設備の設置費に係る領収書の写し 

（分割払により購入した場合は、分割払に係る 

契約書の写し） 

２ 設備の設置に係る領収金額内訳書（様式 

第９） 

３ 設備の設置場所及び全体の設置状況が確 

認できる写真 

４ 太陽電池モジュールの型式番号及 

び公称最大出力合計値が記載された出力対 

比表の写し（様式第１０） 

５ 電気事業者が発行する系統連系日を証する 

書類の写し 



 

 

６ 住民登録の現況が分かる書類 

７ 購入者にあっては、住宅の所有権保存登記 

又は所有権移転登記の写し 

８ 対象設備の工事請負契約書又は売買契約 

書の写しを提出していない者にあっては、当該書

類 

９ その他市長が必要と認める書類 

家庭用エネルギー管理システム

（ＨＥＭＳ） 

 

１ 設備の設置費に係る領収書の写し 

（分割払により購入した場合は、分割払に係る 

契約書の写し） 

２ 設備の設置に係る領収金額内訳書（様式 

第９） 

３ 設備の保証書（製造者、型式、製造番号 

及び保証開始日が分かるものとする。）の写し 

４ 設備の設置後の現況を示す写真（設置状 

況及びモニターが起動している状態が確認でき

るもの並びに設備本体並びに設備本体に貼付

されている型式及び製造番号が分かるものとす

る。） 

５ 住民登録の現況が分かる書類 

６ 購入者にあっては、住宅の所有権保存登記 

又は所有権移転登記の写し 

７ 対象設備の工事請負契約書又は売買契約 

書の写しを提出していない者にあっては、当該書

類 

８ その他市長が必要と認める書類 

定置用リチウムイオン蓄電システム 

 

１ 設備の設置費に係る領収書の写し 

（分割払により購入した場合は、分割払に係る

契約書の写し） 

２ 設備の設置に係る領収金額内訳書（様式 

第９） 

３ 設備の保証書（製造者、型式、製造番号 

及び保証開始日が分かるもの）の写し 

４ 設備の設置後の現況を示す写真 

（設置状況が確認できるもの並びに設備本体

並びに設備本体に貼付されている型式及び製

造番号が分かるものとする。） 

５ 住民登録の現況が分かる書類 

６ 購入者にあっては、住宅の所有権保存登記 

又は所有権移転登記の写し 



 

 

７ 対象設備の工事請負契約書又は売買契約 

書の写しを提出していない者にあっては、当該書

類 

８ その他市長が必要と認める書類 

高性能外皮等 

（住宅用太陽光発電設備及び家

庭用エネルギー管理システム（Ｈ

Ｅ Ｍ Ｓ ） に 必 要 な 書 類 も 含

む。） 

 

１ ＺＥＨの設置又は購入に係る領収書の写し 

（分割払により購入した場合は、分割払に係る

契約書の写し） 

２ ＺＥＨの設置又は購入に係る領収金額内 

訳書（様式第９） 

３ ＺＥＨの設置場所及び全体の設置状況が 

確認できる写真 

４ 太陽電池モジュールの型式番号及び公称最 

大出力合計値が記載された出力対比表の写し 

５ 電気事業者が発行する系統連系日を証する 

書類の写し 

６ 国ＺＥＨ支援事業の補助金確定通知書の 

写し（国の補助金交付対象者が施工業者等

である場合は、国の補助金の対象となる住宅

が、本市の補助対象者の住宅であることが確認

できるものとする。） 

７ 住民登録の現況が分かる書類 

８ ＺＥＨ購入者にあっては、住宅の所有権保 

存登記の写し 

９ 工事請負契約書又は売買契約書の写しを 

提出していない者にあっては、当該書類 

１０ その他市長が必要と認める書類 

 

 


